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柱４ 多様な教育的ニーズへの対応 

 

■ 目標指標 

 

指標 基準値 
目標値 

（令和７年度） 

15 

不登校の児童生徒のうち学校内外による相談・指導等

を受けていない人数の割合 

*児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 

*児童・生徒の問題行動等調査（公立小・中学校版）（神奈川県） 

31.4％ 

（令和２年度） 
21.4％ 

 

※ 基準値は、新型コロナウイルス感染症の影響等により調査が実施できなかった場合や実績が例年と著し

く異なる場合は、その影響がない年度の数値としています。 
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施策８ 支援教育の推進 

１ 現状と課題 

本市では、「共生社会」の担い手を育むために、障害の有無にかかわらず、全ての子ど
もに目を向けた「支援教育」を推進しています。 

本市の特別支援学級の在籍児童生徒数は年々増加する傾向にあり、通常の学級におい
ても、個別の配慮を要する児童生徒が増加しています。多様化する教育的ニーズに応じて
適切な支援を行い、学校内外における支援体制の充実を図る必要があります。 

 
 

【特別支援学級の在籍児童生徒数・学級数】 
 

 

出典：横須賀市教育政策課資料 
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２ 事業 

 

 

 

 
  

事業 43 横須賀市支援教育推進プランの推進（支援教育課） 

概 要 

多様化する教育的ニーズに対応するため、「横須賀市支援教育推進プラン」に基
づき、基礎的環境整備を進めるとともに合理的配慮を提供します。 

また、学習面および生活面で配慮を要する幼児児童生徒への指導や支援につい
ての研修講座等を実施することにより、多様な幼児児童生徒の学校教育活動への
参加を促進します。 

事業 44 学習面・生活面における各種介助員の配置（支援教育課） 

概 要 

支援や配慮を必要とする児童生徒の介助、危険防止など教育活動上のさまざま
な課題に対応するため、小中学校に各種介助員を配置します。 

○ 特別支援学級介助員を特別支援学級に配置 
○ 教育支援臨時介助員を日常的な学習活動や校外活動の際に配置 
○ 泊を伴う学校行事の介助員を修学旅行や宿泊学習の際に配置 

事業 45 校内支援体制充実のための研修の実施（支援教育課） 

概 要 

支援や配慮を必要とする児童生徒への支援体制を充実させるため、学校と関係
機関との連絡調整、保護者からの相談対応、担任への支援等を担う教員（支援教育
コーディネーター）や、児童生徒指導を担当する教員等への研修を行い、資質・能
力の向上を図ります。 

事業 46 支援教育ステーションの開設（支援教育課） 

概 要 

多様な教育的ニーズに対応し、特に日本語指導を必要とする児童生徒およびそ
の保護者への支援を充実させるため、在籍校への入学前にガイダンスや日本語指
導を効果的・効率的に行う「支援教育ステーション」を開設します。 

【令和４年度】 
 ○ 施設整備 
【令和５年度から】 
 支援教育ステーションにおける 
 ○ 多言語での就学ガイダンスの実施 
 ○ 日本語能力アセスメントの実施 
 ○ 日本語指導が必要な児童生徒に対しての初期集中指導の実施 
 ○ 翻訳や通訳、教材の紹介等の実施 
 ○ 多言語対応を含む、保護者相談・支援の充実 

○ スクールソーシャルワーカーの拠点としての活用 
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～ 横須賀市支援教育推進プラン ～ 

障害の有無にかかわらず個々の違いや特性を大切にしながら、さまざまな人々が生き生
きと活躍できる共生社会の形成の基礎となる「支援教育」を推進し、学校生活の中で支援や
配慮の必要な子どもに適切に教育的支援を行うためのプランです。 

支援教育を通して、一人一人を大切にし、「生きる力」を育てることを目指し、学校組織
の充実や人的支援、市の支援教育システムづくり等の取り組みを進めることとしています。 

 

  

事業 47 医療的ケアの充実（支援教育課） 

概 要 

医療的ケア児およびその家族が、個々の心身の状況等に応じた適切な支援を受
けられるよう、体制を整えます。 

○ 市立学校への学校看護師の派遣 
○ 市立養護学校への医療的ケア指導医の派遣 
○ 医療的ケア児の登下校支援 

事業 48 病虚弱教室（院内学級）の運営（支援教育課） 

概 要 

病院に入院し、健康上の理由および病虚弱のため、在籍校に通えない児童生徒の
学習を保障するとともに、保護者の精神的・物理的な負担を軽減するために、市立
うわまち病院（および神明公園に移転建て替え後の新市立病院）において病虚弱教
室（院内学級）を運営します。 
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施策９ 不登校に関わる支援の充実 

１ 現状と課題 

本市の不登校児童生徒の出現率は国や県と比較して高い割合であり、また、増加傾向に
あります。 

これには学校・家庭・本人に係る要因や背景が複雑に絡んでいると考えられますが、不
登校に関わる支援に当たっては、「学校に登校する」という結果のみを目標にするのでは
なく、児童生徒が自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立することを目指す必要があり
ます。 

児童生徒が不登校となった要因を的確に把握し、学校と家庭、必要に応じて関係機関が
情報を共有し、組織的・計画的に個々の児童生徒に応じたきめ細やかな支援を行うととも
に、不登校が生じないよう、学校においては福祉的・心理的な側面から支援を行い、未然
防止、早期発見、早期対応を図ります。 

 
 

【不登校児童生徒の出現率】 
 

 
 

出典：令和２年度横須賀市立小中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査の結果について 
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２ 事業 

 

 

 

 

 
  

事業 49 相談教室の運営（支援教育課） 

概 要 

不登校の状況にある児童生徒が社会的自立に向けて歩みだせるように支援する
ため、不登校の児童生徒が通室する「相談教室」を運営します。 

相談教室における小集団での活動を通じて個々の状態に応じた支援を行うこと
で、児童生徒が自己肯定感を高め、他者との信頼関係を築き、社会参加への意欲を
高めることを目指します。 

事業 50 スクールカウンセラーの配置（支援教育課） ※事業 38 の再掲 

概 要 

いじめ・暴力行為・不登校等の課題解決を図るため、臨床心理の知識と経験を備
えた「スクールカウンセラー」を全学校に配置し、児童生徒、保護者、教職員に対
して心理に関する専門的見地からのカウンセリングやアセスメント（情報収集・見
立て）、コンサルテーション（専門家による指導・助言を含めた検討）等を行いま
す。 

事業 51 スクールソーシャルワーカーの配置（支援教育課） ※事業 39 の再掲 

概 要 

児童生徒を取り巻くさまざまな環境に働きかけ、問題行動や不登校の予防・早期
解決を図るため、社会福祉に関する専門的な知識や技術を持つ「スクールソーシャ
ルワーカー」を全学校に配置し、家庭や社会福祉関係機関との連携を強化しなが
ら、学校とともに課題解決や状況の改善を図っていきます。 

事業 52 ふれあい相談員・登校支援相談員の配置（支援教育課） ※事業 40 の再掲 

概 要 

いじめや不登校等を予防、早期解決するため、小学校に「ふれあい相談員」を配
置し、児童との日常的かつ情緒的な関わりを通して、教職員と連携して個々のニー
ズや困難さを把握します。 

また、中学校には「登校支援相談員」を配置し、登校はできるものの、教室に入
ることのできない生徒に対し、相談室等で対応したり、不登校生徒宅に担任ととも
に家庭訪問をしたりしながら、校内の居場所づくりや人間関係を広げる手助けを
します。 

事業 53 学校スーパーバイザーの配置（支援教育課） ※事業 41 の再掲 

概 要 

児童生徒への支援体制を充実させるため、「学校スーパーバイザー」を配置しま
す。ふれあい相談員、登校支援相談員、スクールカウンセラー、教育相談心理士等
への助言や指導を行うとともに、学校に対して、心理的な視点から支援のアドバイ
スや重篤な事件事故が起きた際の緊急支援を行います。 
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事業 54 教育相談による支援（支援教育課） ※事業 42 の再掲 

概 要 

学校生活における不安や悩みを抱える児童生徒が本来の力を発揮し、成長でき
るよう、児童生徒とその保護者のニーズに基づいた心理的・教育的援助を行います。 

教育相談では、心理学の視点に基づいて本人、家庭、学校の情報を統合した見立
てを行い、保護者、学校等、協働すべき関係者と連携して、必要に応じて継続的な
カウンセリングや心理教育を行うとともに、本人の支援の場として適切である判
断した場合には、相談教室につなぎます。 

事業 55 学校・フリースクール等連携協議会の開催（支援教育課） 

概 要 

フリースクール等と学校や教育関係諸機関との連携および協働を推進するた
め、「横須賀市学校・フリースクール等連携協議会」を運営し、フリースクールに
おける活動の周知や不登校児童生徒へのより良い支援に向けた連携の在り方につ
いて情報交換を行います。 

事業 56 不登校に関する相談会等の開催（支援教育課） 

概 要 

学校生活の再開や社会的自立を支援するため、「不登校をともに考える会～ハー
トフルフォーラム～」や「進路情報説明会・不登校相談会」等を開催し、不登校や
登校しぶりのある児童生徒とその保護者を対象に、支援機関の紹介、個別相談、座
談会等を行います。 
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施策 10 外国につながりのある児童生徒に関わる支援の充実 

１ 現状と課題 

本市では、日本語指導が必要な児童生徒が近年増加傾向にあります。当該児童生徒が学
校生活に適応し、安心した学校生活を送るとともに、日本語を用いて学習に取り組めるよ
う支援する必要があります。 

しかし、日本語が全く分からない状態で編入学・転入学してきた児童生徒は、学校生活
への適応に過度の負担がかかっています。また、対応言語が増加し、児童生徒の母語によ
り指導できる指導員が配置できないなどの課題があります。 

そのため、指導員の確保・資質向上とともに、初期に集中した指導が行える拠点設置等
の環境整備を図り、一人一人のニーズに応じた支援を行う必要があります。 

 
 

【日本語指導が必要な児童生徒数】 
 

 
 

※令和元年度・令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により減少していると考えられます。 
出典：教育委員会支援教育課資料 
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事業 57 支援教育ステーションの開設（支援教育課） ※事業 46 の再掲 

概 要 

多様な教育的ニーズに対応し、特に日本語指導を必要とする児童生徒およびそ
の保護者への支援を充実させるため、在籍校への入学前にガイダンスや日本語指
導を効果的・効率的に行う「支援教育ステーション」を開設します。 

【令和４年度】 
 ○ 施設整備 
【令和５年度から】 
 支援教育ステーションにおける 
 ○ 多言語での就学ガイダンスの実施 
 ○ 日本語能力アセスメントの実施 
 ○ 日本語指導が必要な児童生徒に対しての初期集中指導の実施 
 ○ 翻訳や通訳、教材の紹介等の実施 
 ○ 多言語対応を含む、保護者相談・支援の充実 

○ スクールソーシャルワーカーの拠点としての活用 

事業 58 日本語指導員・学校生活適応支援員の派遣（支援教育課） 

概 要 

日本語指導が必要な外国につながりのある児童生徒が学校生活に適応できるよ
う、支援の充実を図ります。 

なお、日本語指導・学校生活適応支援は、現在は１週間に数回、各学校への指導
員の派遣のみにより行っていますが、令和５年度からは、新たに支援教育の拠点と
して設置する「支援教育ステーション」に児童生徒が通い、一定期間集中的に指導
を受けることで、よりスムーズに在籍学級での生活に移行できるよう支援を拡充
します。 

○ 日本語指導員の派遣 
日本語の初歩的な読み書きや話し方の個別指導等を行う「日本語指導員」を

小中学校に派遣し、対象の児童生徒が安心した学校生活を送れるように、ま
た、一斉指導の授業に、ある程度の支援があれば参加できる力を身に付けられ
るように支援します。 

 ○ 学校生活適応支援員の派遣 
日本語が全く分からない児童生徒に対しては、母語による説明、通訳等を行

う「学校生活適応支援員」を派遣し、学校生活への適応を支援し、日本語指導
員に引き継ぎます。 

事業 59 国際教育コーディネーターの配置（支援教育課） 

概 要 

学校における支援体制を充実させるため、国際教育コーディネーターが外国に
つながりのある児童生徒の編入学・転入学時に日本語に係るアセスメントを行う
ととともに、在籍する学校と日本語指導員を対象に、支援体制や支援プログラム作
成のための指導助言を行います。 

また、保護者を対象にした就学相談・教育相談の窓口および電話での対応を行う
とともに、外部関係機関へつなぐための通訳を行います。 


